
令和2年度第3次補正予算「先端研究設備整備補助事業
（研究施設・設備・機器のリモート化・スマート化 ）」

1. 提案内容の概要(実施方針、共用体制)

モノづくり研究教育の質の高度化
アウトリーチ型高度分析技能を

持つ若手研究者・技術者の育成

本学・高専の研究力強化
論文数・出願特許の増加
国際共著論文数の増加

高性能分析機器を利用した原理原則
に基づいた地域モノづくり力の強化
高度分析技能を持つ人材育成

地方創生
科学技術立国

本事業にてSHARE事業「技学イノベーション機器共用ネット
ワーク」構想をスマート化・高度化・グローバル化へと展開

平成30年度
学⻑戦略経費

機器遠隔利⽤システムの
構築と学内遠隔利⽤試⾏

令和2年度
第2次補正予算

「 先端研究設備整備
補助事業」

機器遠隔操作システムの開発（ 本学独⾃）

遠隔機器を利⽤した実践的講義（ 学内）
教育環境での遠隔操作実証実験（ 学内）

令和元年度

先端研究基盤共用促進事業
研究機器相互利用ネッ ト

ワーク導入実証プログラム

(SHARE)事業

遠隔機器の整備（ ⾃動化、⾼機能化）

技学イノベーション共⽤機器ネットワーク構築
遠隔化機器の研究・教育利⽤への展開（ 学外）

豊橋技術科学⼤学・⾼専への遠隔機器の設置

遠隔機器の整備によるコロナ禍３ 密防⽌

ロックダウン下での機器遠隔での研究継続
VPNネットワークの構築（ 学内外）

機器メーカーと連携した遠隔機器操作性向上
機器メーカーと連携したセキュリティー向上

SHARE事業「技学イノベーション機器共用ネットワーク」

研究機器の遠隔操作システム
を独自に開発

学内の講義や実習等に利用し、
有用性を実証

研究・教育のデジタル･トランス
フォーメーション(DX)化およびそれを
先導できる人材育成

 「技学イノベーション機器共用ネッ
トワーク」を構築

国内外機関からの機器遠隔操作も
十分可能であることを実証し、

研究・教育の高度化に貢献

機器メーカーへの情報提供

VPN回線を設置してセキュリティを強化

操作性の高い遠隔操作パネルやタッチ
パネルでの遠隔利用

コロナ禍対策（３密防止、ロックダウン）
にも有用であることを実証

機器メーカーとの情報共有と遠隔試行

独自操作遠隔システム

講義での利用 海外協定校との協働測定

遠方高専からの遠隔測定 VPN回線 遠方高専からのタッチパネル
での遠隔操作

VPN回線 鹿児島長島町
からの遠隔操作パネルでの電子顕微鏡観察

本学・全国高専周辺の企業等を巻き込んだ産学共同研究を通じた地域の研究･教育力向上

令和３年度先端研究機器共用促進事業
（コアファシリティ構築支援プログラム）

両技科大-全国高専で研究機器の
コアファシリティ化を図る仕組みの構築

本学周辺および全国高専周辺の企業との
共同研究に展開

遠隔機器を用いた共同研究の世界展開

グローバル技学イノベーション
共用機器ネットワーク

申請予定

平成30年度
学長戦略経費

機器遠隔利用システムの
構築と学内遠隔利用の試行

令和元年度
先端研究基盤共用促進事業
研究機器相互利用ネット
ワーク導入実証プログラム

（SHARE）事業

令和2年度
第２次補正予算
「先端研究設備整備

補助事業

｝貢献

 高度グローバル支援できる特徴ある高機能を備えた遠
隔機器の導入とそれらのVPN回線網への計画的整備
→ 新規導入機器および遠隔化システムの詳細は次ページ参照

 機器メーカーとの強力な連携を通じた遠隔システムの
定期的なブラッシュアップによるスマート化

 機器メーカーとの強力な連携を通じた遠隔講習システム
の構築と高度分析技能技術者の育成

 複数機関が協働した講義・実験・実習への遠隔機器の
利用および講義・講習用オンデマンド教材の作成・共用

 新たな受益者負担制度（機器の特徴により利用料金を
増額）による機器の安定運用と研究環境整備
→40歳未満若手研究者への優遇支援
→投稿論文数、特許出願数の成果に応じた優遇支援

令和2年度第3次補正予算「先端研究設備整備
補助事業（研究施設・整備・機器の

リモート化・スマート化 ）
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